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目的　高齢者の自殺対策を進めるうえでソーシャル・キャピタルが注目されているが，都道府県レ
ベルのソーシャル・キャピタルと自殺死亡率の関係については，報告が少ない。そこで，都道府
県レベルのソーシャル・キャピタル指標と自殺死亡率との関係を明らかにすることを目的とした。

方法　都道府県を分析単位とした地域相関分析と重回帰分析を行った。目的変数は各都道府県の
2010-12年の男女別60歳以上自殺SMRとし，説明変数のソーシャル・キャピタル指標は，平成
23（2011）年社会生活基本調査の65歳以上男女別行動者率を用いた。社会参加の行動者率は①ス
ポーツ，②学習・自己啓発・訓練，③ボランティア，④趣味・娯楽，⑤これらを合計した 4 種
総計行動者率とした。調整変数は，自殺との関連性が報告され公的データで入手可能なものと
して， 1 人当たり県民所得，高齢単身世帯割合，完全失業率，可住地人口密度，日照時間，降
水日数，最低気温を用いた。分析方法は，①相関分析では，用いた変数間の相関係数Spear-
manのρを算出し，相関関係を検討した。②重回帰分析では，男女別60歳以上自殺SMRを目
的変数とし，12変数を用いて重回帰分析（強制投入法）を行った。

結果　 2 変数間の関係では，男性自殺SMRは，スポーツ，学習・自己啓発・訓練，趣味・娯楽，
4 種総計行動者率の 4 指標と負の相関（ｐ＜0.05）がみられた。女性自殺SMRは，学習・自
己啓発・訓練のみと負の相関（ｐ＜0.05）がみられた。重回帰分析では，男性自殺SMRは，
学習・自己啓発・訓練，趣味・娯楽， 4 種総計行動者率の 3 指標と負の関連（ｐ＜0.05）がみ
られた。女性自殺SMRは，学習・自己啓発・訓練，ボランティアの 2 指標と負の関連（ｐ＜
0.05）がみられた。

結論　都道府県レベルの社会参加の行動者率と自殺SMRとの関係を調べた結果，男性では，学習・
自己啓発・訓練，趣味・娯楽， 4 種総計行動者率，女性では学習・自己啓発・訓練，ボラン
ティアへの参加割合が多いと自殺SMRが低いという負の関連がみられた。これらから地域に
おいて学習・自己啓発・訓練などの参加促進を通じ，ソーシャル・キャピタルを醸成すること
が自殺対策につながる可能性が示唆された。

キーワード　自殺，SMR，ソーシャル・キャピタル，社会生活基本調査，都道府県，行動者率

Ⅰ　緒　　　言

　自殺総合対策大綱（閣議決定，平成29（2017）

年 7 月25日）1）によれば，自殺は「個人の問題」
と認識されがちであったが，「社会の問題」で
ある。そのため水際での「対人支援のレベル」
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のみならず，社会全体の自殺リスクを低下させ
る地域や社会レベルでの対策を総合的に推進す
るとされている。自殺の要因のうち，個人レベ
ル要因として，年齢，性別，配偶者の有無，喫
煙，飲酒，健康状態，心理的要因がある2）。ま
た，地域・社会レベル要因としては，所得格差
などの経済要因3），人口密度や気温，降雪量4）5）

などの地理的要因，ソーシャル・キャピタル6）

が挙げられる。地域・社会レベル要因の中で，
相対的に介入可能性が高いと思われるソーシャ
ル・キャピタルには周りの人への信頼などの認
知的ソーシャル・キャピタルと社会参加や社会
的サポートなどの構造的ソーシャル・キャピタ
ルがある7）。ソーシャル・キャピタルと自殺の
関係については，認知的ソーシャル・キャピタ
ルが多い地域ほど自殺が少ないという関連があ
ると報告されている8）が，構造的ソーシャル・
キャピタルと自殺の関連については関連がある
という報告9）とないという報告10）の両方がある。
　わが国では，平成18（2006）年に自殺対策基本
法が制定され，自殺対策に取り組んできた。平
成28（2016）年に自殺対策基本法が改正され，す
べての都道府県および市町村が「自殺対策計
画」を策定することとされた11）。今後は，各都
道府県において策定される「都道府県自殺対策
計画」が，当該都道府県の自殺対策の牽引役と
なることが期待されている12）。
　著者らは，高齢者の自殺対策として，地域レ
ベルのソーシャル・キャピタル涵養が自殺対策
となりうるのではないかと考えてきた。まずは，
市区町村レベルでのソーシャル・キャピタル指
標である社会参加と社会的サポートと自殺死亡
率の関連を調べて，社会参加や社会的サポート
の受領が自殺率と関連することを明らかにして
きた9）13）14）。
　しかし，都道府県レベルでのソーシャル・
キャピタル関連指標と自殺死亡率の関係を明ら
かにした報告は，少ない。もし，ソーシャル・
キャピタルと自殺死亡率との間に普遍的な関連
があるのであれば，異なる分析（地域）単位に
おいても，関連がみられるはずである。そこで，
都道府県を分析単位として，ソーシャル・キャ

ピタル指標の 1 つである社会参加行動を示す行
動者率と自殺標準化死亡比standardized mor-
tality ratio（以下，自殺SMR）との関連につい
て明らかにすることを目的とした。

Ⅱ　方　　　法

（ １）　変数
1）　目的変数

　自殺SMRは年により変動が大きいため， 3
年間15）の自殺SMRを用いた。各都道府県の60歳
以上の男女別に2010－12年の 3 年間の自殺者数
合計を同期間の期待自殺者数で除した値を算出
し16），100倍した値を自殺SMR（2010－12）と
して表示した。以下に具体的算出方法を示す。
　①2010年，2011年，2012年の60歳以上男女・
年齢階級別都道府県人口を「住民基本台帳に基
づく人口，人口動態及び世帯数調査」17）から抽
出して， 3 年間合計の男女・年齢階級別人口を
算出した。
　②同様に，2010年，2011年，2012年の60歳以
上男女別都道府県自殺者数を「自殺の統計：地
域における自殺の基礎資料，A 5 表，住居地」18）

から抽出して， 3 年間合計の男女別都道府県自
殺者数を算出した。
　③全国の男女・年齢階級別自殺死亡率は，全
国の2010年の男女別60歳以上の年齢階級別自殺
者数を「自殺の統計：地域における自殺の基礎
資料（平成22年）A 1 - 4 表」18）より抽出し，そ
れを2010年の男女別60歳以上年齢階級別全国人
口を「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及
び世帯数調査」による2010年「都道府県別年齢
別人口（表10－02）」17）より抽出した値で除して
求めた。
　④期待される 3 年間合計の男女別都道府県自
殺者数＝③の全国の男女・年齢階級別自殺死亡
率×（①の 3 年間合計の男女・年齢階級別人
口）で算出。
　⑤自殺SMR＝（②で算出した 3 年間合計の男
女別都道府県自殺者数）÷（④で算出した期待さ
れる 3 年間合計の男女別都道府県自殺者数）×
100とした。
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2）　説明変数
　平成23年社会生活基本調査19）より都道府県の
男女別の65歳以上の社会参加の行動者率の以下
のデータを取得した。①スポーツ，②学習・自
己啓発・訓練，③ボランティア，④趣味・娯楽，
⑤以上 4 種類の行動者率総和の 4 種総計行動者
率を用いた。サンプル数は，男性：21,437人，
女性：27,271人であった。
3）　調整変数

　先行研究で自殺死亡率との関連が報告されて
おり公開データが得られるものとして，①完全
失業率，②高齢単身世帯割合，③ 1 人当たり県
民所得とした。完全失業率，高齢単身世帯割合
は 5 年ごとのデータのため2010年調査データを，
1 人当たり県民所得は2011年調査データを「統
計でみる都道府県のすがた2015」20）より抽出し
た。
　地理的変数では，可住地人口密度，日照時間，
降水日数，最低気温を「統計でみる都道府県の
すがた2011」21）より抽出した。

（ ２）　分析方法
　①地域相関分析では，全変数の 2 変量間の順
位相関係数ρを求めた。
　②重回帰分析では，男女で自殺死亡率が異な
ることから，男女別に分けて，以下のとおり分

析した。
　目的変数は，60歳以上 3 年間の自殺SMRとし，
　モデル 1 では， 1 人当たり県民所得，高齢単
身世帯割合，完全失業率を投入した。
　モデル ２ では，モデル 1 ＋可住地人口密度，
日照時間，降水日数，最低気温を投入した。
　モデル ３ ～ ７ では，モデル ２ ＋男女別行動者
率を，スポーツ，学習・自己啓発・訓練，趣
味・娯楽，ボランティア， 4 種総計行動者率を
1 個づつ投入した。有意水準は ５ ％とした。

（ ３）　倫理面への配慮
　本研究は，国立長寿医療研究センターの倫理
審査委員会，承認日2017年 1 月27日，承認日
2020年12月18日，日本福祉大学の倫理審査委員
会，承認日2010年 7 月27日，承認日2013年 8 月
6 日，千葉大学の倫理委員会，承認日2016年10
月21日，承認日2020年12月11日，一般社団法人
日本老年学的評価研究機構の倫理委員会，承認
日2020年10月10日の承認を得て実施した。

Ⅲ　結　　　果

　記述統計量を示す（表 １）。男性60歳以上自
殺SMRは68.43から132.97であった。女性60歳
以上自殺SMRは56.91から157.73であった。

　地域相関分析では，男性自殺
SMRが，スポーツ，学習・自己
啓発・訓練，趣味・娯楽， 4 種総
計行動者率の 4 指標と負の相関が
みられた（表 2）。女性自殺SMR
は，学習・自己啓発・訓練のみと
負の相関がみられた（表 3）。
　重回帰分析では，男性自殺SMR
は，モデル 4 で，降水日数が正の
関連，学習・自己啓発・訓練が負
の関連（Ｂ＝-1.983，ｐ＝0.00001）
を示した。モデル 5 で，調整変数
は有意な関連がみられず，趣味・
娯楽が負の関連（Ｂ＝-1.326，ｐ
＝0.010）がみられた。モデル 6 で，
降水日数が正の関連がみられた。

表 1　記述統計量
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

男性60歳以上自殺SMR 47 68.43 132.97 97.62 14.83
女性60歳以上自殺SMR 47 56.91 157.73 96.98 19.57
完全失業率（%） 47 4.6 11.0 6.51 1.14
高齢単身世帯割合（%） 47 6.6 14.1 9.41 1.85
1 人当たり県民所得 47 2 018.0 4 373.0 2 682.15 376.54
可住地人口密度（人／㎢） 47 251.4 9 215.0 1 370.43 1 706.86
日照時間（時間） 47 1 594.0 2 225.0 1 925.28 171.51
降水日数（年間）（日） 47 91.0 165.0 116.96 20.57
スポーツ（%）（男） 47 41.3 66.1 56.34 5.29
スポーツ（%）（女） 47 23.8 55.5 42.71 5.88
学習・自己啓発（%）（男） 47 15.7 37.7 24.78 5.41
学習・自己啓発（%）（女） 47 12.6 34.7 22.43 4.86
趣味・娯楽（%）（男） 47 59.0 81.1 71.70 4.76
趣味・娯楽（%）（女） 47 55.5 78.8 67.47 5.44
ボランティア（%）（男） 47 16.8 41.6 28.45 5.10
ボランティア（%）（女） 47 11.9 31.0 21.04 3.97
4 種総計行動者率（%）（男） 47 136.0 211.1 181.26 15.53
4 種総計行動者率（%）（女） 47 106.8 192.7 153.66 17.06

注�　 4 種総計行動者率は，スポーツ，学習・自己啓発，趣味・娯楽，ボランティアの行
動者率を加算したもの（ ０ ～400％）
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モデル 7 で 4 種総計行動者率が負の関連（Ｂ＝
-0.539，ｐ＝0.001）を示した（表 4）。
　女性自殺SMRでは，モデル 4 で，最低気温
と負の関連がみられ，学習・自己啓発・訓練と

負の関連（Ｂ＝-2.176，ｐ＝0.005）がみられ
た。モデル 6 で，最低気温と負の関連がみられ，
ボランティアと負の関連（Ｂ＝-1.485，ｐ＝
0.048）がみられた。モデル 7 では，最低気温

表 4　男性自殺死亡率重回帰分析結果

モデル 変数
非標準化

係数
（B）

標準化
係数

（β）
有意確率

1
完全失業率 0.567 0.044 0.771
高齢単身世帯割合 1.577 0.197 0.160
1 人当たり県民所得 -0.015 -0.393 0.012

2

完全失業率 3.385 0.261 0.140
高齢単身世帯割合 1.740 0.217 0.132
1 人当たり県民所得 -0.007 -0.187 0.374
可住地人口密度 -0.001 -0.100 0.590
日照時間 0.014 0.167 0.403
降水日数 0.372 0.516 0.009
最低気温 -0.167 -0.036 0.808

3

完全失業率 2.350 0.181 0.304
高齢単身世帯割合 0.886 0.111 0.462
1 人当たり県民所得 -0.010 -0.260 0.214
可住地人口密度 0.001 0.064 0.751
日照時間 0.024 0.277 0.176
降水日数 0.342 0.474 0.014
最低気温 -0.022 -0.005 0.974
スポーツ -0.870 -0.310 0.076

4

完全失業率 -0.449 -0.035 0.813
高齢単身世帯割合 0.186 0.023 0.841
1 人当たり県民所得 -0.011 -0.280 0.093
可住地人口密度 0.003 0.313 0.064
日照時間 0.010 0.121 0.434
降水日数 0.254 0.353 0.023
最低気温 -0.462 -0.099 0.389
学習・自己啓発・訓練 -1.983 -0.722 0.00001

5

完全失業率 1.168 0.090 0.605
高齢単身世帯割合 1.068 0.133 0.328
1 人当たり県民所得 -0.009 -0.218 0.266
可住地人口密度 0.001 0.100 0.598
日照時間 0.008 0.092 0.624
降水日数 0.244 0.338 0.078
最低気温 -0.244 -0.052 0.702
趣味・娯楽 -1.326 -0.425 0.010

6

完全失業率 1.164 0.090 0.673
高齢単身世帯割合 1.762 0.220 0.123
1 人当たり県民所得 -0.010 -0.244 0.251
可住地人口密度 -0.001 -0.160 0.399
日照時間 0.009 0.109 0.586
降水日数 0.333 0.462 0.020
最低気温 -0.216 -0.046 0.751
ボランティア -0.701 -0.241 0.172

7

完全失業率 -0.909 -0.070 0.691
高齢単身世帯割合 0.532 0.066 0.610
1 人当たり県民所得 -0.012 -0.314 0.096
可住地人口密度 0.001 0.150 0.396
日照時間 0.013 0.148 0.394
降水日数 0.239 0.332 0.059
最低気温 -0.226 -0.048 0.704
4 種総計行動者率 -0.539 -0.565 0.001

表 ５　女性自殺死亡率重回帰分析結果

モデル 変数
非標準化

係数
（B）

標準化
係数

（β）
有意確率

1
完全失業率 -4.269 -0.250 0.140
高齢単身世帯割合 -1.334 -0.126 0.415
1 人当たり県民所得 -0.009 -0.165 0.326

2

完全失業率 2.046 0.120 0.518
高齢単身世帯割合 -0.810 -0.077 0.611
1 人当たり県民所得 0.004 0.074 0.739
可住地人口密度 -0.001 -0.080 0.684
日照時間 0.024 0.213 0.314
降水日数 0.444 0.467 0.024
最低気温 -2.720 -0.439 0.007

3

完全失業率 1.580 0.092 0.630
高齢単身世帯割合 -1.137 -0.108 0.502
1 人当たり県民所得 0.004 0.082 0.715
可住地人口密度 0.000 -0.026 0.904
日照時間 0.029 0.251 0.260
降水日数 0.423 0.445 0.035
最低気温 -2.582 -0.417 0.013
スポーツ -0.427 -0.128 0.548

4

完全失業率 -1.007 -0.059 0.743
高齢単身世帯割合 -1.713 -0.162 0.252
1 人当たり県民所得 0.002 0.040 0.843
可住地人口密度 0.003 0.266 0.221
日照時間 0.023 0.205 0.288
降水日数 0.316 0.332 0.084
最低気温 -2.942 -0.475 0.002
学習・自己啓発・訓練 -2.176 -0.540 0.005

5

完全失業率 1.111 0.065 0.738
高齢単身世帯割合 -1.186 -0.112 0.471
1 人当たり県民所得 0.005 0.091 0.684
可住地人口密度 0.000 0.019 0.932
日照時間 0.023 0.201 0.342
降水日数 0.378 0.397 0.070
最低気温 -2.837 -0.458 0.005
趣味・娯楽 -0.703 -0.196 0.357

6

完全失業率 -0.771 -0.045 0.817
高齢単身世帯割合 -0.775 -0.073 0.612
1 人当たり県民所得 0.003 0.065 0.760
可住地人口密度 -0.001 -0.072 0.705
日照時間 0.018 0.161 0.431
降水日数 0.357 0.376 0.063
最低気温 -2.853 -0.461 0.004
ボランティア -1.485 -0.301 0.048

7

完全失業率 -0.613 -0.036 0.853
高齢単身世帯割合 -1.598 -0.151 0.315
1 人当たり県民所得 0.004 0.084 0.695
可住地人口密度 0.001 0.121 0.576
日照時間 0.026 0.228 0.263
降水日数 0.324 0.340 0.100
最低気温 -2.735 -0.442 0.005
4 種総計行動者率 -0.465 -0.405 0.051
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と負の関連（B＝－2.735，P＝0.005）がみら
れた（表 5）。

Ⅳ　考　　　察

　本研究は，自殺SMRと都道府県レベルの社
会参加の行動者率を調べた初めての報告であり，
その結果，重回帰分析では，社会経済要因や自
然・気象要因を調整しても，男性では，学習・
自己啓発・訓練，趣味・娯楽， 4 種総計への参
加が多いと自殺SMRが低いという負の関連が
みられた。女性では，学習・自己啓発・訓練，
ボランティアに参加が多いと自殺SMRが低い
という負の関連がみられた。これらの関連が因
果関係を含んでいれば，都道府県レベルにおい
ても社会参加などのソーシャル・キャピタルを
醸成することが自殺の抑制につながることが期
待できる。

（ 1）　所見の再現性
　著者らは，自殺対策を考える上で，地域レベ
ルのソーシャル・キャピタル指標と自殺との関
連を明らかにすることが重要と考え，既に市区
町村を対象にした分析で，社会参加や社会的サ
ポートなど構造的ソーシャル・キャピタル指標
が高い市町村で自殺死亡率は低いことを明らか
にしてきた9）13）14）。しかし，都道府県レベルの
ソーシャル・キャピタル関連指標と自殺死亡率
との関連を調べた報告は，少ない。そこで，今
回，都道府県レベルのソーシャル・キャピタル
と自殺死亡率の関係を明らかにするため，行動
者率と自殺SMRの関係を調べた。
　本研究の結果は，都道府県レベルでも，市町
村レベルでの先行研究と一致する所見が再現さ
れた。降水日数・最低気温なども，香田らの報
告4）と一致する。これらの気候要因への介入は
容易ではないが，ハイリスクで支援を必要とす
る地域の特定には有用な知見と考える。また，
これらと独立して，社会参加が有意な関連を示
したことから，降水日数が多く最低気温が低い
地域であっても，社会参加を促す施策の有効性
が期待できる。

（ 2）　なぜソーシャル・キャピタルが豊かだと
自殺死亡率が低いのか（メカニズムの考察）

　自殺の背景要因としてうつが重要であるとい
う多くの報告がある9）22）。うつを抑制する要因
として，個人レベルでも市町村レベルでも，社
会参加や社会的サポートなどのソーシャル・
キャピタル指標の関連があることが多くの縦断
研究で報告されている23）-25）。Watanabeら26）は，
6 年間に社会参加が増えた市町村ほど，うつの
割合が減っていることを報告している。この他，
Yenら27）は，コミュニティ活動への参加は，
ソーシャルネットワークの変化，友情の増加を
もたらし，社会的適合が促進されることでうつ
を軽減し，自死念慮が抑制されると報告してい
る。これらの多くの縦断研究の知見から，社会
参加が増えるにつれ，個人や地域におけるうつ
が抑制され，その結果，自殺死亡率が抑制され
るというメカニズムが想定できる。

（ 3）　社会参加を増やすという施策はあるか
　社会参加の増加で，自殺死亡率を抑制できる
としても，果たして社会参加率を高める施策は
可能かという課題が残る。この点については，
自殺者の約 4 割を占める高齢者における介護予
防において，住民主体の「通いの場」づくりを
中核とする一般介護予防施策の経験が参考にな
る。同施策の結果，2013年に「通いの場」は，
43,154カ所，参加者は840,718人，高齢者人口
の2.7％であったが，2018年には，106,766カ所，
参加者は2,021,747人，高齢者人口の5.7％まで
増えている28）。
　また，「通いの場」への参加を契機に，それ以
外のスポーツや趣味の会などへの参加が増える
という波及効果があることも報告されている29）。
これらより，社会参加を促す施策は可能であり，
自殺予防という面でも国の進める「高齢者の保
健事業と介護予防の一体的実施」30）の推進は有
効と考えられる。

（ 4）　政策への示唆
　わが国では，平成18年に自殺対策基本法が制
定され，自殺対策に取り組んできた。平成28年
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に自殺対策基本法が改正され，すべての都道府
県および市町村が「自殺対策計画」を策定する
こととされ11），今後は，各都道府県において策
定される「都道府県自殺対策計画」が，当該都
道府県の自殺対策の牽引役となることが期待さ
れている12）。
　市町村・都道府県レベルで社会参加が多い地
域でうつの割合も自殺率も低いこと，少なくて
もその一部は因果関係と考えられるメカニズム
を説明できることから社会参加を促すことが自
殺の抑制につながると期待できること，そして
社会参加を促す施策は可能であることから，
「都道府県自殺対策計画」で高齢者の「通いの
場」や「高齢者の保健事業と介護予防の一体的
実施」30）などによる社会参加を推進することや，
高齢者に限らず社会的孤立・孤独対策を強める
ことは，自殺対策に有用と思われる。

（ 5）　本研究の限界
　本研究は，横断分析であることから，本研究
の知見だけから，因果を論じることには限界が
ある。しかし，自殺死亡率が高いために社会参
加が抑制されるという逆の因果は考えにくいこ
と，多くの縦断研究を含む先行研究から，うつ
を介した因果メカニズムや社会適合性の促進な
どの機序が説明できることから，社会参加が自
殺死亡率を抑制するという因果関係がある可能
性は高いと思われる。
　本分析は，一時点でのデータを用いた分析に
とどまる。市町村レベルでは認められた異なる
時点での再現性もあるのか，今後，追加検証が
望まれる。また社会参加の増減と同時に，ある
いは，どれぐらいの時間的な遅れをもって自殺
率が増減するのか，多時点データを用いた分析
や縦断研究が望まれる。
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